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目的　子育てと介護の両方を行うダブルケアを含む家庭内ケアを担う者の数が増加している。ダブ
ルケアは家庭内ケア提供者に多くのニーズによる負担を与え，家庭内ケア提供者の健康診断
（健診）受診を阻害する可能性がある。しかし先行研究では，家庭内ケアの組み合わせによる
家庭内ケアの種類と健診未受診の関連については検討されていない。そこで本研究では，2013
年国民生活基礎調査データを用い，家庭内ケアの種類と健診未受診の関連について検討を行った。

方法　2013年国民生活基礎調査データを用い，40-59歳の婚姻経験のある女性71,065名を対象とし，
解析を行った。家庭内ケアの種類（ケアなし，子育てのみ，介護のみ，ダブルケア）による過
去 1 年間の健診未受診のオッズ比（odds ratio：OR）をロジスティック回帰分析により推定し，
さらに就業の有無によるサブグループ解析を実施した。

結果　子育てのみ群，介護のみ群，ダブルケア群の基本属性と社会経済的要因を調整した健診未受
診のORは，ケアなし群と比較し，それぞれ1.09（95％ CI：1.05-1.14），1.07（95％ CI：
0.99-1.16），1.49（95％ CI：1.31-1.69）だった。ダブルケア群では子育てと介護の両方を行
うことにより，健診未受診の追加リスクが生じていた。また，就業の有無によるサブグループ
解析の結果，子育てと健診未受診の関連は就業の有無で異なったが，介護ならびにダブルケア
と未受診の関連は就業の有無で変わらなかった。

結論　本研究は子育て，特にダブルケアを担う女性は，健診未受診割合が高いことを明らかにした。
子育てやダブルケアを行う女性は，自身の健康管理についての優先順位が低い可能性や，健診
受診に際して子どもやケアが必要な家族の預け先を見つけることが難しかった可能性が考えら
れる。健診実施率向上のためには未受診者の家庭内ケアの状況を把握し，それに対応した支援
を実施することの必要性が示唆された。

キーワード　ダブルケア，介護，子育て，家庭内ケア，特定健診，未受診

Ⅰ　緒　　　言

　近年，多くの国々において，子どもを持つ年
齢，親から独立する年齢，そして社会全体の年
齢の上昇が観察されている。この人口学的なト
レンドは，子育てと，障害や身体機能の低下の
ために支援を必要とする他の家族の介護の両方
の家庭内ケアを担う，いわゆる「ダブルケア」

者の増加をもたらしている1）。ダブルケア者の
多くは，自立していない子どもや他の家族から
のニーズ，さらに自らの生活を維持するために
必要な仕事等によるニーズが競合する中で，上
手く調整しようと葛藤している2）3）。ダブルケ
ア者は通常40-50代という働き盛りといわれる
年代に多いため，社会的にさらなる負担が課さ
れている状況にある4）。このようなダブルケア
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者に求められる多くのニーズによる葛藤は，ス
トレスや健康，健康行動へ悪影響をもたらすと
考えられる2）。
　日本では女性の高学歴化や労働市場への参加
率の増加等の様々な社会・経済的要因を背景
に5），第一子出産年齢が1975年の25.7歳から
2015年の30.7歳まで過去30年間で 5 歳上昇し
た6）。また，65歳以上の高齢者人口割合は28.1
％（2018年）を占め，その割合は上昇を続ける
ことが予測されている7）。高齢者人口割合の増
加に，出産年齢の高齢化も加わることで，近い
将来，親を家庭内で介護しながら育児を行う母
親の割合は高くなることが予想される。
　日本社会における介護は，被介護者の家族が
提供する家庭内介護に大きく依存してきた。最
近の全国調査では，支援を要する者の58.7％は
主に同居する家族によりケアを受けていたのに
対し，介護サービス事業者を主な介護者として
ケアを受けている者は13.0％のみであったこと
が報告されている8）。したがって日本では現在，
介護の提供に関して家族が重要な役割を担って
いる。また日本にはいまだに性別役割分業規範
が根強く残っており，女性は家族のケアを行い
男性は家の外で働くものとみなされ，家事や家
族の用事は主に女性に任される8）9）。このよう
に日本ではダブルケアを含む家庭内ケアは主に
女性が担っており，2016年には，推定253,000
人（女性168,000人，男性85,000人）がダブル
ケアを行っていた10）。今後の高齢者人口割合の
継続的な増加に伴い，ダブルケアを行う女性の
数も増加することが予想されるため，ダブルケ
ア等の家庭内ケアによる女性の健康や健康行動
への影響を検証することは重要である。
　家庭内ケアと健康ならびに健康行動の関連に
関する先行研究は主に，家庭内ケアとして子育
てまたは介護に焦点をあてており11）-20），ダブル
ケアによるケア提供者の健康・健康行動への影
響については，いまだ十分な疫学的な検証が行
われていない3）21）。米国では，家庭内でダブル
ケアを行っている者は介護のみ行っている者と
比較し主観的不健康感のリスクが高いことが報
告されている22）。日本では，Suzukiら23）が全国

調査データを解析し，家庭内ケアを行っていな
い女性に比べて，介護あるいはダブルケアを行
う女性では主観的健康感が悪い者の割合が高く，
子育てのみを行う女性では低いことを報告して
いる。一方，健康行動に関しては，米国におい
てダブルケア群はケアなし群，育児のみ群，介
護のみ群と比較して，食事に関する健康行動が
悪い者の割合が最も高いことが報告されている
が24），日本においてはダブルケアと健康行動と
の関連に関する先行研究は見当たらない。
　日本では，40-74歳の人々に対し特定健康診
査（特定健診）を実施することが保険者に義務
づけられている25）。大規模コホート研究の結果，
健康診断（健診）を受診しなかった者は，受診
した者に比べ，その後の死亡率が高いことが報
告されている26）。2018年度の特定健診実施率は
54.7％であり27），2023年度における目標実施率
70％28）へ向けて改善の余地は大きい。特に，女
性は男性に比べて，実施率が約10ポイント低く
（男性59.8％，女性49.7％）27），さらなる対策
が求められる。したがって，人々の健診受診を
妨げる要因を把握することは，健診実施率向上
の礎となり，人々の将来の健康増進に寄与する
と考えられる。しかし，ダブルケアと健診受診
の関連についての先行研究は実施されていない。
ダブルケアをはじめとした家庭内ケア提供によ
る健診受診への影響について検討を行うことで，
超高齢社会にある日本において，家庭内外で必
要とされる女性を支援する公衆衛生学的な政策
のためのエビデンスが生まれることが期待され
る。
　さらに，ダブルケアを提供することによる健
診受診への影響は，就業の有無により変化する
可能性が考えられる。就業は個人が家庭のため
に使うことができる時間および自身の健康のた
めに使うことができる時間を制限する上，職場
健診の有無とも関連する。家庭内ケアとケア提
供者の健診受診の関連について検証する際には，
就業の有無についても考慮する必要がある。
　そこで本研究では，日本の代表的な全国調査
データを用いて，女性における①家庭内ケアの
種類（ケアなし，子育てのみ，介護のみ，ダブ
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ルケア）と健診未受診の関連，ならびに②ケア
提供者の就業状況による関連の違いについて検
証を行った。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　研究対象者
　本研究は，2013年国民生活基礎調査の調査参
加者を対象に実施した。2013年調査では全国か
ら層化無作為抽出した295,367世帯に自記式質
問票を配布し，そのうち234,383世帯から有効
な回答が得られた29）。今回の分析にあたり，厚
生労働省へ統計法33条に基づくデータ利用申請
を行い，利用承認を得た。本研究は，40-59歳
の婚姻経験のある女性72,935名を研究対象者と
し，そのうち健診受診の有無に関するデータの
ない1,870名を除外した71,065名を解析対象と
した。
　なお，国民生活基礎調査は統計法に基づき厚
生労働省により実施されており，倫理審査は不
要である。

（ 2）　測定方法
1）　説明変数

　本研究の説明変数は家庭内ケアの種類とした。
対象者を①ケアなし，②子育てのみ，③介護の
み，④ダブルケア（子育てと介護の両方）の家
庭内ケア 4 群に分類した。子育てについては，
自身の18歳以下の子どもと同居していると答え
た者を子育てありと定義し，介護については，
障害や身体機能の低下により手助けや見守りを
必要とする 6 歳以上の家族の主な介護者である
と被介護者が回答した者と定義した。
2）　目的変数

　本研究の目的変数は，過去 1 年間の健診未受
診とした。本研究では，過去 1 年間の健診等の
受診の有無に関する問いに対し，「ない」と答
えた者を健診未受診とした。なお，「健診等」
には，人間ドックは含むが，がんのみの検診や
妊産婦検診，歯の健康診査は含まない。
3）　共変数

　交絡の可能性がある要因として，年齢群（ 5

歳階級），居住都道府県群，最終学歴（中学校
以下，高等学校，短期大学，大学以上），世帯
における最多所得者の職種（管理・専門職，事
務・販売・サービス職，肉体労働職（保安・農
林漁業・生産工程・輸送・建築・清掃職等），
その他の職，無職），婚姻状況（現在の婚姻あ
り，なし），月間等価家計支出（四分位），就業
の有無，通院の有無を調整変数として用いた。
月間等価家計支出30）は調査年 5 月の世帯総支出
額を世帯人員数の平方根で除して求め，解析対
象者全員の月間等価家計支出を 4 分位（Q1（0-
9.99万円），Q2（10.00-13.43万円），Q3（13.44-
17.67万円），Q4（17.68-106.07万円））にして用
いた。なお，過去の研究では，多くの特定健診
未受診者が未受診の理由として，通院中である
ことと回答している31）。通院中であることは，
本研究の交絡要因になる可能性があると考え，
調整変数に加えた。また，サブグループ解析を
行う要因として，調査年 5 月の就業の有無を用
いた。

（ 3）　統計解析
　まず，対象者の基本属性を家庭内ケアの種類
ごとに，χ2検定ならびに一元配置分散分析を
用いて比較した。次に，家庭内ケアの種類によ
る健診未受診のオッズ比（以下，OR）ならび
に95％信頼区間（95％ CI）を，ケアなし群を基
準とし多変量ロジスティック回帰分析により推
定した（未調整）。なお，ORの推定にあたって
は，対象者の基本属性要因（年齢群，都道府県
群）で調整した後（モデル 1 ），社会経済的要
因（最終学歴，世帯における最多所得者の職種，
婚姻状況，月間等価家計支出，就業の有無）を
加えて調整し（モデル 2 ），最後に通院の有無
を加えて調整を行った（モデル 3 ）。また，子
育てと介護を両方行うことによる健診未受診の
超過リスク発生の有無を判断するため，子育て
と介護間の交互作用の有無を確認した。
　さらに，対象者の就業の有無によりサブグ
ループ解析を行い，就業あり群・なし群それぞ
れにおいて，ケアなし群を基準としたその他の
ケア種類（子育てのみ，介護のみ，ダブルケ
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ア）における健診未受診のオッズ比を推定した。
統計解析にはSAS 9.4（SAS Institute, Cary, 
NC, USA）を使用し，有意水準は両側検定で
5 ％とした。

Ⅲ　結　　　果

　家庭内ケアの種類による研究対象者の基本属
性を表 1に示す。研究対象者の33.6％が過去 1
年間の健診未受診だった。年齢分布は，子育て
のみ群（以下，子育て群）ならびにダブルケア
群では，40代が多く，ケアなし群と介護のみ群
（以下，介護群）では，50代が多かった。各群
の平均年齢は，ケアなし群52.6歳，子育て群
44.8歳，介護群54.2歳，ダブルケア群46.2歳

だった。対象者の多くは就業中であり（72.0％），
現在婚姻中だった（86.6％）。通院ありの者の
割合は，全体では35.3％だったが，子育て群で
は低く（25.7％），介護群では高かった（47.9％）。
　家庭内ケアの種類による健診未受診のORを
表 2に示す。ケアなし群と比較した，子育て群，
介護群，ダブルケア群の健診未受診のOR（95％
CI）は，基本属性を調整した場合はそれぞれ
1.07（95％ CI，1.03-1.12），1.16（95％ CI，
1.07-1.26），1.70（95％ CI，1.50-1.92）だっ
た（モデル 1 ）。社会経済的要因を加えて調整
した場合は，1.09（95％ CI，1.05-1.14），1.07

（95％ CI，0.99-1.16），1.49（95％ CI，1.31-
1.69）であり（モデル 2 ），子育て群とダブル
ケア群においてケアなし群よりも健診未受診の

表 1　家庭内ケアの種類ごと対象者の属性
（単位　名）

全員
（71,065）

家庭内ケアの種類

ｐ値ケアなし
（40,023）

子育てのみ
（27,026）

介護のみ
（2,919）

ダブルケア
（1,097）

ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

過去 1 年間の健診受診 ＜0.001
　なし 23 868 33.6 12 843 32.1 9 499 35.2 1 026 35.2 500 45.6
平均年齢（歳） 49.6 52.6 44.8 54.2 46.2 ＜0.001
年齢群 ＜0.001
　40-44歳 17 970 25.3 3 146 7.9 14 312 53.0 75 2.6 437 39.8
　45-49 16 906 23.8 6 815 17.0 9 345 34.6 325 11.1 421 38.4
　50-54 17 376 24.5 13 334 33.3 2 931 10.9 912 31.2 199 18.1
　55-59 18 813 26.5 16 728 41.8 438 1.6 1 607 55.1 40 3.7
最終学歴 ＜0.001
　中学校以下 2 915 4.1 2 060 5.2 653 2.4 164 5.6 38 3.5
　高等学校 32 142 45.2 19 357 48.4 10 886 40.3 1 426 48.9 473 43.1
　専門学校・短期大学 21 178 29.8 10 560 26.4 9 408 34.8 832 28.5 378 34.5
　大学以上 7 825 11.0 3 844 9.6 3 627 13.4 236 8.1 118 10.8
　欠損 7 005 9.9 4 202 10.5 2 452 9.1 261 8.9 90 8.2
就業 ＜0.001
　あり 51 150 72.0 28 864 72.1 19 709 72.9 1 915 65.6 662 60.4
　欠損 278 0.4 190 0.5 75 0.3 8 0.3 5 0.5
現在婚姻 ＜0.001
　あり 61 519 86.6 33 711 84.2 24 395 90.3 2 448 83.9 965 88.0
世帯における最多所得者の職種 ＜0.001
　管理・専門職 25 259 35.5 13 503 33.7 10 500 38.9 884 30.3 372 33.9
　事務・販売・サービス職 19 260 27.1 10 915 27.3 7 382 27.3 670 23.0 293 26.7
　肉体労働職 16 833 23.7 9 712 24.3 6 136 22.7 737 25.3 248 22.6
　その他の職 4 346 6.1 2 413 6.0 1 659 6.1 194 6.7 80 7.3
　無職 4 434 6.2 2 910 7.3 1 025 3.8 407 13.9 92 8.4
　欠損 933 1.3 570 1.4 324 1.2 27 0.9 12 1.1
月間等価家計支出（ 4 分位）1） ＜0.001
　Q1（ 0 -9.99万円） 16 116 22.7 8 316 20.8 6 734 24.9 754 25.8 312 28.4
　Q2（10.00-13.43万円） 18 123 25.5 8 943 22.3 8 063 29.8 779 26.7 338 30.8
　Q3（13.44-17.67万円） 16 665 23.5 9 292 23.2 6 492 24.0 659 22.6 222 20.2
　Q4（17.68-106.07万円） 17 044 24.0 11 672 29.2 4 573 16.9 627 21.5 172 15.7
　欠損 3 117 4.4 1 800 4.5 1 164 4.3 100 3.4 53 4.8
通院 ＜0.001
　あり 25 099 35.3 16 388 41.0 6 955 25.7 1 397 47.9 359 32.7
　欠損 311 0.4 185 0.5 117 0.4 5 0.2 4 0.4

注　1）　月間等価家計支出は調査年 5 月の世帯総支出額を世帯人員数の平方根で除して求め，解析対象者全員の月間等価家計支出を 4 分位に
して用いた。
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割 合 が 有 意 に 高
かった。子育てと介
護の交互作用を検討
したｐ値は0.002で
あったことから，子
育てに加えて介護も
行うことにより，健
診未受診の超過リス
クが生じていること
が示された。なお，
通院中も調整要因に
加えて検討したが，
結果はモデル 2 と大
きく変わらなかっ
た。
　就業の有無による
サブグループ解析の
結 果 を表 3に 示 す。
就業なし群では，基
本属性と社会経済的
要因を調整した健診
未受診のORは，ケ
アなし群と比較し
て，ダブルケア群の
み で 有 意 に 高 く
（OR：1.45，95 ％ 
CI：1.18-1.79），
子育て群および介護
群においては有意差は認められなかった。就業
あり群においては，同様に調整し，ケアなし群
と比較したORは，子育て群で1.13（95％ CI，
1.07-1.19）， 介 護 群 で1.08（95 ％ CI，0.97-
1.20），ダブルケア群で1.48（95％ CI，1.26-
1.75）と，子育て群とダブルケア群で有意に高
く，介護群では有意差は認められなかった。な
お，就業あり・なしいずれの群においても，子
育てと介護の交互作用は有意であったことから，
ダブルケアを行うことによる健診未受診の超過
リスクの存在を示している。したがって，子育
てと健診未受診の関連は就業の有無によって異
なったが，就業の有無に関わらず，ダブルケア
群はケアなし群より健診未受診の割合が高く，

介護群における割合はケアなし群と変わらな
かった。

Ⅳ　考　　　察

　本研究は日本人の代表性のある国民生活基礎
調査のデータを用い，40-59歳の婚姻経験があ
る女性において家庭内ケアの種類により健診未
受診の割合が異なることを明らかにした。家庭
内ケアを行っていない女性と比較し，子育てを
行っている女性では，健診未受診者の割合が高
かった。特に子育てに介護も加わったダブルケ
アを行っている女性では，ケアを行っていない
女性に比べて健診未受診の割合が約50％高いこ

表 2　家庭内ケアの種類による過去 1年間の健診未受診のオッズ比
家庭内ケアの種類

ｐ値
（子育てと

介護間の
交互作用）

ケアなし
（40,023）

子育てのみ
（27,026）

介護のみ
（2,919）

ダブルケア
（1,097）

オッズ比 オッズ比
（95％信頼区間）

オッズ比
（95％信頼区間）

オッズ比
（95％信頼区間）

健診未受診者数 12 843 9 499 1 026 500
未調整 1.00 1.15＊ （1.11,1.19） 1.15＊ （1.06,1.24） 1.77＊ （1.57,2.00）
モデル 1 1.00 1.07＊ （1.03,1.12） 1.16＊ （1.07,1.26） 1.70＊ （1.50,1.92） ＜0.001
モデル 2 1.00 1.09＊ （1.05,1.14） 1.07  （0.99,1.16） 1.49＊ （1.31,1.69） 　0.002
モデル 3 1.00 1.07＊ （1.02,1.12） 1.09＊ （1.00,1.19） 1.48＊ （1.30,1.69） 　0.002
注　1）　モデル 1 ：年齢群，都道府県群で調整
　　2）　モデル 2 ：モデル 1 ＋最終学歴，世帯における最多所得者の職種，婚姻状況，月間等価家計支出，

就業の有無で調整
　　3）　モデル 3 ：モデル 2 ＋通院の有無で調整
　　4）　＊ｐ＜0.05．両側検定

表 3　家庭内ケアの種類による就業の有無ごとの過去 1年間の健診未受診のオッズ比
家庭内ケアの種類 ｐ値

（子育てと
介護間の
交互作用）

ケアなし 子育てのみ 介護のみ ダブルケア

オッズ比 オッズ比
（95％信頼区間）

オッズ比
（95％信頼区間）

オッズ比
（95％信頼区間）

就業状況
　就業なし
　　人数 10 969 7 242 996 430
　　健診未受診者数 5 480 3 874 509 269
　　未調整 1.00 1.15＊ （1.09,1.22） 1.05 （0.92,1.19） 1.67＊ （1.37,2.04）
　　モデル 1 1.00 0.97  （0.89,1.05） 1.09 （0.96,1.24） 1.43＊ （1.16,1.75） 0.01
　　モデル 2 1.00 1.03  （0.95,1.11） 1.07 （0.94,1.23） 1.45＊ （1.18,1.79） 0.02
　　モデル 3 1.00 1.00  （0.92,1.08） 1.09 （0.96,1.25） 1.44＊ （1.17,1.77） 0.02
　就業あり
　　人数 28 864 19 709 1 915 662
　　健診未受診者数 7 280 　5 594 　　514 229
　　未調整 1.00 1.18＊ （1.13,1.22） 1.09 （0.98,1.21） 1.57＊ （1.33,1.85）
　　モデル 1 1.00 1.09＊ （1.03,1.15） 1.10 （0.99,1.23） 1.49＊ （1.27,1.76） 0.03
　　モデル 2 1.00 1.13＊ （1.07,1.19） 1.08 （0.97,1.20） 1.48＊ （1.26,1.75） 0.04
　　モデル 3 1.00 1.11＊ （1.05,1.17） 1.09 （0.98,1.22） 1.49＊ （1.26,1.76） 0.04

注　1）　モデル 1 ：年齢群，都道府県群で調整
　　2）　モデル 2 ：モデル 1 ＋最終学歴，世帯における最多所得者の職種，婚姻状況，月間等価家計支出で

調整
　　3）　モデル 3 ：モデル 2 ＋通院の有無で調整
　　4）　＊ｐ＜0.05．両側検定
　　5）　就業状況に関する情報がない者を除く
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とが明らかになり，ダブルケアによる超過リス
クの存在が示された。一方，介護のみを行って
いる女性については，ケアを行っていない女性
と比較して未受診割合に有意な差はみられな
かった。また，就業の有無ごとのサブグループ
解析の結果，子育てと健診未受診の関連は就業
の有無によって異なるが，介護ならびにダブル
ケアとの関連は就業の有無によって変わらない
ことが示された。
　著者らの知る限り，本研究は，ダブルケアを
行う者と他の種類のケアを行う者やケアを行わ
ない者の健診未受診者割合について比較した，
初めての研究である。ダブルケアには，子ども
とその他の家族への両方のケアのために，多く
の時間とエネルギーを要する。ダブルケアは複
数の家族に対してのケア提供者であることを意
味する。したがって，ダブルケアは，家族から
のニーズや，自身の人生における仕事等からの
ニーズが拮抗することで，ケア提供者にとって
のストレスやワークライフバランスの乱れにつ
ながる可能性がある2）。結果として，ダブルケ
アによりケア提供者が自身の健康管理を行う時
間やモチベーションが減少したり，優先順位が
下がる可能性が考えられる。実際，ダブルケア
を行う者は他の種類のケア提供者やケアを提供
していない者よりも，食事関連の健康行動をと
る割合が低いことが報告されており，そのメカ
ニズムとして，ケア提供者自身の健康よりもケ
アを受ける家族のニーズや利便性が優先された
可能性や，ケア提供者が感じているストレスの
存在が指摘されている24）。
　さらに，ダブルケア提供者における健診未受
診割合が高かったことの理由として，ケアを受
ける複数の家族を預けることが困難だった，と
いう物理的な理由も推察される。近年では特定
健診の会場に保育スペースを併設し，子連れ健
診を可能とする自治体も出てきているが32），高
齢者や障がい者向けのデイサービスも併設する
健診は見当たらない。日本の政策では，子ども
と高齢者は別々に区分されていることが指摘さ
れており33），双方をつなぐコーディネーション
が求められている34）。

　子育てと健診未受診の関連性については，ケ
アを行わない女性と比較して子育てを行う女性
は健診未受診の割合が 1 割程度高いことが示さ
れた。特に，就業ありの女性のみを対象とした
解析で，育児群の未受診割合が高かったことか
ら，背景には，子育てによる多くのニーズによ
り就業中の母親の健診受診機会が失われた可能
性とともに，子どもの預け先を確保することが
難しかった可能性が考えられる。日本における
小学生以下の子どもを持つ母親を対象とした
ニーズ調査結果では，生活習慣病予防健診・特
定健診を未受診の被扶養者は，高い割合で子連
れ可能健診を望んでいることを報告しており35），
保育スペースを併設した特定健診会場は健診未
受診者を呼び込むきっかけになる可能性がある。
　また，介護を行う女性とケアを行わない女性
の健診未受診の割合に有意な差は認められな
かった。数時間であれば被介護者に留守番を頼
むことができた可能性や，被介護者も健診対象
者であったため，同行が可能だった可能性が考
えられる。しかし，介護者のみを対象とした研
究では，介護を受ける家族の要介護度が高くな
るにつれて，介護者の健診受診率が低くなって
いることが報告されているため36），将来の研究
では，被介護者の要介護度も考慮に入れて検討
する必要がある。
　本研究は日本の代表性のある調査データを用
いて，子育てや介護，ダブルケアによる健康行
動への影響について検討した初めての研究であ
る。ダブルケアを行う者は今回の解析対象者の
中でも1.5％と割合が少なかったため，大規模
調査データを用いてダブルケア提供者の状況把
握が可能になったことは本研究の強みである。
しかし，以下のようないくつかの限界も考えら
れる。まず，本研究は横断研究であり，結果の
因果関係について評価を行うことはできない。
しかし，本研究は，代表性のあるデータを用い
た家庭内ケアの種類と健康行動に関する初めて
の研究であり，横断研究ではあるが疫学的な意
義があると考えられる。次に，測定誤差が生じ
た可能性がある。本研究では子育てを18歳以下
の子どもとの同居により定義した。しかし，子
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どもとの同居が必ずしも子育てへの従事を表し
ている訳ではない可能性が考えられる。ただし，
その影響は結果の過小評価につながった可能性
が高いと考えられる。最後に，本研究では考え
得るさまざまな交絡因子を考慮して解析を調整
したが残余交絡が存在する可能性が残されてい
る。
　2050年までに世界の高齢人口割合は，中所得
国を含め急速に拡大することが予測されてい
る37）。その結果，家庭内ケアを行う生産年齢人
口割合が増加し，ダブルケアを行う者の健康は
将来的に世界の多くの国で公衆衛生上の懸念事
項となるだろう。世界に先立って高齢化が進む
日本において37），ダブルケアを含めた家庭内ケ
アを行う者の現状を把握した本疫学研究は，今
後高齢化が進む他国にとっても意義がある結果
を示したと考える。また，本研究により得られ
た知見により，健診未受診ハイリスク者である
ダブルケアを行っている女性を把握し，健診受
診につなげることの重要性が示された。

Ⅴ　結　　　語

　本研究により育児，特にダブルケアが女性ケ
ア提供者の健康受診行動を阻害している可能性
が明らかになった。ケア提供者の健康増進のた
め，未受診者の家庭内ケアの状況を把握し，そ
れに対応した支援を行うことの必要性が示唆さ
れた。
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